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　相模原市と城山町で構成する「相模原市・城山町合併協議会」の第１
回協議会が、平成１８年４月２４日（月）午後１時３０分から、けやき会館５
階大樹の間において開催され、相模原市と城山町による合併に関する協
議がスタートしました。
　当日は、規約・規程などに関する報告や、合併の方式、合併の期日な
ど３２の協議事項について説明や協議が行われました。（協議結果につい
ては、下表「第１回協議会協議結果及び今後のスケジュール」をご覧く
ださい）
　なお、協議内容等の詳細については、次号（平成１８年５月１５日発行予
定）でお知らせをいたします。

～　第１回相模原市・城山町合併協議会を開催　～�

相模原市と城山町との合併協議が始まる�相模原市と城山町との合併協議が始まる�
～　第１回相模原市・城山町合併協議会を開催　～�

　事務事業一元化の基本方針は、各市町で行われている窓口業務、あるいは福祉、建
設、教育などの事務事業について一元化を図るため、基本的な方針を定めたものです。
 １　基本原則 
　　事務事業の一元化を図るにあたり、次のことを基本原則とします。
　　（１）新市としての一体性をできるだけ早く確保すること。
　　（２）住民福祉の向上に努めること。
　　（３）使用料・手数料や地方税などの負担が公平となるよう努めること。
　　（４）健全な財政運営に努めること。
　　（５）行政改革を推進する観点から事務事業の見直しに努めること。
　　（６）地域特性の尊重に努めること。

 ２　調整方針 
　　基本原則に基づき、相模原市の制度を基準に統一・調整を図るものとします。また
　各市町の制度のうち、地域特性を有するものや、合併後直ちに統一・実施することで
　住民生活等に大きな影響があるものについては、経過措置を設定するなど円滑な移行
　に向けた調整を図るものとします。

※協議会において、協議事項の協議が調わなかった場合には、継続協議として次回会議に改め
　て諮ります。

＜協議事項＞
・合併市町村基本計画
＜報告事項＞
・合併協定書の調印

第１回協議会協議結果及び今後のスケジュール

事務事業一元化の基本方針

相模原市・城山町合併協議会委員等名簿（平成１８年４月２４日現在）

備　　　　　考氏　　名区　　　分
相模原市長小川勇夫会　　　長
城山町長（協議会会長職務代理）八木大二郎副　会　長
相模原市議会議長今井　満

相模原市

委　　員

相模原市議会合併問題特別委員会委員長山岸一雄
相模原市議会合併問題特別委員会副委員長小林一郎
相模原市議会合併問題特別委員会委員久保田義則
相模原市自治会連合会会長三橋　豊
相模原市社会福祉協議会会長吉本一夫
特定非営利活動法人男女共同参画さがみはら理事一戸法子
相模原商工会議所会頭河本洋次
相模原青年会議所理事長鈴木高広
相模原市農業協同組合専務理事根岸　清
元相模原・津久井地域合併協議会（任意協議会）
まちづくりの将来ビジョン検討委員会委員長矢越孝裕

津久井町地域協議会会長小嶋省二
相模湖町地域協議会会長荒井正次
城山町議会議長栄　裕明

城山町

城山町議会副議長曽根哲男
城山町議会議会運営委員長井上　清
城山町議会合併調査特別委員会委員長小野志郎
城山町自治会連合会会長熊谷達男
城山町社会福祉協議会会長内田昭和
城山町商工会会長柳川静�
城山町観光協会会長齋藤久雄
元城山町自治会連合会会長串田茂美
元城山町ＰＴＡ連絡協議会副会長窪田雅詞
元相模原・津久井地域合併協議会（任意協議会）
まちづくりの将来ビジョン検討委員会副委員長中里州克

津久井青年会議所副理事長神藤幸和
津久井郡農業協同組合地区理事加藤奉文
相模原津久井地域連合事務局長森　繁之１市１町共通
神奈川県広域行政担当部長山口英樹

神奈川県
神奈川県県北地域県政総合センター所長萩原克彦
東海大学政治経済学部教授吉田民雄

アドバイザー
一橋大学大学院法学研究科教授辻　琢也
横浜国立大学大学院工学研究院助教授高見沢　実
明治大学政治経済学部助教授牛山久仁彦
城山町代表監査委員有山正則

監　　　事
城山町監査委員菊地原一朗

第１回 合併協議会 ４月２４日（月）

第３回　合併協議会
平成１８年５月下旬

相模原市・藤野町合併協議会委員の変更

　新たに次の方に委員として就任していただきました。

　　山口　英樹　　神奈川県広域行政担当部長
　　萩原　克彦　　神奈川県県北地域県政総合センター所長
　　堀江美智子　　藤野町社会教育委員

＜協議事項＞　　次の事項について、すべて決定されました。

編入合併合併の方式合
併
の　
　

基
本
４
項
目

平成１９年３月１１日合併の期日

相模原市新市の名称

現在の相模原市役所新市の市役所の場所
・事業計画及び予算
・合併協定項目
・事務事業一元化の基本方針
・議会議員の定数及び任期の取扱い
・農業委員会委員の定数及び任期の取扱い
・特別職の身分の取扱い
・一般職の職員の身分の取扱い
・財産の取扱い
・条例、規則等の取扱い
・事務組織及び機構の取扱い
・行政連絡機構の取扱い
・慣行の取扱い
・公共的団体等の取扱い
・町名・字名の取扱い

・土地利用の取扱い
・上下水道事業の取扱い
・地方税の取扱い
・国民健康保険事業の取扱い
・介護保険事業の取扱い
・保健衛生事業の取扱い
・使用料、手数料の取扱い
・補助金、交付金等の取扱い
・一部事務組合等の取扱い
・消防団の取扱い
・防災事業の取扱い
・地域自治区等の設置及び都市内分権
・合併市町村基本計画（素案）

＜報告事項＞　　次の事項について、すべて承認されました。
・規約・諸規程
・各種事務事業の取扱い
・合併まちづくり計画（案）

＜協議事項＞
・合併市町村基本計画

第２回　合併協議会
平成１８年５月９日



１　地域の将来像

　本地域はさがみ縦貫道路や津久井広域道路の整備により、広域的な交流拠点として
の更なる発展の可能性が高まっていることから、東部においては様々な交流・活動の
場となる中心市街地の活性化を図るとともに新しい拠点づくりに努め、西部において
は地域特性を生かした観光や芸術などを通じてやすらぎと憩いの場を提供していくこ
とが必要です。
　このため、広域交流拠点としての機能の充実を図りつつ、水源地域を保全・活用し、
豊かな自然環境と共生した都市基盤の整備や産業の振興を推進することにより、自然
と産業が共存する活力ある地域として更に自立した都市づくりを進めるとともに、住
民一人ひとりが主体となり、将来にわたって安心して質の高い市民生活を実現できる
まちづくりを目指します。

ままちちづづくくりりのの基基本本方方針針

将将 来来 人人 口口 のの 見見 通通 しし

資料：県勢要覧〔平成１６年度版〕神奈川県企画部統計課
（相模原市は旧津久井町 ､ 旧相模湖町を含み ､ 行政界変更に伴い修正している）

神奈川県合　計藤野町城山町相模原市区　　分

２，４１５．８５３２８．８４６４．９１１９．９０２４４．０３面積（ｋ㎡）

－１００．０１９．７ ６．１７４．２面積比（％）

位位 置置 とと 面面 積積

平成２７年
（２０１５年）

平成２２年
（２０１０年）

平成１７年
（２００５年）区　　分

７１７，９８５７１１，３７９６９７，５８６地域合計
（１市２町）

９１，８４０
（１２．８％）

９６，８８３
（１３．６％）

９８，７５６
（１４．１％）年少人口

４６２，５５１
（６４．４％）

４８１，７７７
（６７．７％）

４９９，３１１
（７１．６％）

生産年齢
人口

１６３，５９４
（２２．８％）

１３２，７１９
（１８．７％）

９９，４６９
（１４．３％）老年人口

（注）（各年１月１日現在）
平成１７年の相模原市の人口には旧津久井町及び旧相模湖町の人口を含む。

〈参考〉平成１７年国勢調査速報値（１０月１日現在）７０１，５６８人（１市２町合計）

平成２７年
（２０１５年）

平成２２年
（２０１０年）

平成１７年
（２００５年）区　　分

６８５，６２５６７８，０３０６６３，４６４相模原市

 ８７，８９４ ９２，６６８ ９４，２５３年少人口

４４３，０６４４５９，９９０４７５，５４０生産年齢人口

１５４，６６７１２５，３７２ ９３，６３４老年人口

 ２３，５１９ ２３，５８２ ２３，３４４城山町

　３，１７９　３，２６４　３，２３０年少人口

 １４，２２３ １５，５８３ １６，７３３生産年齢人口

　６，１１７　４，７３５　３，３８１老年人口

　８，８４１　９，７６７ １０，７７８藤野町

　　７６７　　９５１　１，２７３年少人口

　５，２６４　６，２０４　７，０３８生産年齢人口

　２，８１０　２，６１２　２，４５４老年人口

■将来人口の推計：単位（人）

合併まちづくり計画（概要）�
相模原市、城山町、藤野町の合併による�

合併まちづくり計画（概要）�
相模原市、城山町、藤野町の合併による�

■面積

■位置図 群馬県�
栃木県�

茨城県�

埼玉県�

山梨県�

静岡県静岡県�静岡県�
神奈川県� 千葉県�

10km10km
20km20km
30km30km
40km40km
50km50km

10km
20km
30km
40km
50km

　この計画は、相模原市・藤野町合併基本計画と相模原市･城山町合併基本計画（素案）を集約し、相模原市と城山町、藤野町の１市２町
が合併した場合のまちづくり計画としてまとめたものです。なお、相模原市･城山町合併基本計画（素案）については、５月２２日まで住民
の皆様のご意見を募集していますので、この合併まちづくり計画を参考に、ご意見をお寄せ下さい。詳しくは、５面をご覧ください。

２　まちづくりの考え方

　地方分権時代にふさわしい新市を創っていくためには、合併による行政区域の拡大
に伴い、地域に根ざしたきめ細かなまちづくりを進めることが今まで以上に必要にな
りますが、都市を経営するという視点に立って、協働と分権によるまちづくりを進め
るとともに、効率的・効果的な行財政運営を推進することが不可欠です。
　このため、市民一人ひとりが主体的にまちづくりに関わることによって、地域コミ
ュニティやまちづくりを担う多様な主体の活性化を図り、都市内分権を進めることが
重要です。また、市政の計画・実施・評価のすべての段階における市民参加を促進し、
市民のニーズが的確に反映された、市民の満足度を高める施策の展開が求められます。
さらに、民間活力の積極的な導入やＩＴ化の推進、事務事業や組織体制の見直しなど、
最少の経費で最大効果のサービスを提供していく必要があります。

３　将来都市構造

　各市町の持つ地域特性を活かし、今まで進められてきたまちづくりの経緯を踏まえ、
地域における様々な活動や交流の場としての拠点の形成や、拠点間の連携を図るネッ
トワークの形成を進めることとします。また、このことにより、より一層活力ある地
域として多核・多拠点型の都市づくりを目指します。

（１）中心市街地としての都市の核
　橋本、相模原、相模大野の各駅周辺地域については、都市の核であり、中心市街地
として商業、業務、文化などの都市機能の集積が図られています。今後とも、相互の
連携を図りながら交流・都市活動の場となる各拠点とも連携し、中枢業務やコンベン
ション機能などの高次都市機能の集積をより一層進め、魅力の向上を進めることとし
ます。

（２）多様な拠点
　多種多様な拠点の整備を進めるとともに、それぞれの拠点の有機的なネットワーク
化を図り、各拠点の連携、相互補完による地域の一体性の強化を目指します。
①新たなまちづくりの拠点　麻溝台・新磯野地区、当麻地区
②新たな産業の拠点　大島・小倉地区、串川地区、内郷地区
③観光交流拠点　相模湖周辺
④自然ふれあい拠点　奥相模湖、宮ヶ瀬湖、木もれびの森
⑤芸術と憩いの拠点　名倉、牧野地区

（３）交流を支える都市軸とゾーン
　地域の一体性の強化と均衡ある発展のため、都市構造上の骨格となる都市軸の形成
を目指します。
　また、都市的な土地利用の進む相模原地域は「くらしとにぎわいのゾーン」、水源
地域を抱え豊かな自然環境を持つ津久井地域は「うるおいといこいのゾーン」として
位置付け、それぞれの特性を生かした多核・多拠点型の都市構造の形成を目指します。
①交通軸
　ア　広域交通網の充実
　　　さがみ縦貫道路や国道などの整備促進、リニア中央新幹線の駅の誘致、小田急
　　多摩線や京王相模原線の延伸の促進
　イ　市民生活に密着した交通網の充実
　　○幹線道路網の充実（津久井広域道路・都市計画道路の整備、（仮称）下九沢大
　　　島線の具体化）
　　○公共交通網の充実（バスネットワークの強化、新しい交通システムの検討）
②みずの軸　相模川、道志川
③みどりの軸　横山丘陵、相模川沿いの斜面緑地
④「水源の森」ゾーン　丹沢大山国定公園
⑤みずとみどりのレクリェーションゾーン　相模川・道志川の流域、城山湖・津久井
　湖・相模湖の周辺、宮ヶ瀬湖から城山にかけての地域、県立陣馬相模湖自然公園周
　辺
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活活活活活活活活活活活活活活力力力力力力力力力力力力力力ああああああああああああああるるるるるるるるるるるるるる自自自自自自自自自自自自自自立立立立立立立立立立立立立立分分分分分分分分分分分分分分権権権権権権権権権権権権権権都都都都都都都都都都都都都都市市市市市市市市市市市市市市 相相相相相相相相相相相相相相模模模模模模模模模模模模模模原原原原原原原原原原原原原原』』』』』』』』』』』』』』　　　　　　　活力ある自立分権都市　相模原』
～森が育む水の力　水がそだてるまちの力

　　まちにいきづく人の力　地域の力と魅力を活かしたまちづくり～

■人口の推移（１市２町）
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合合併併シシンンボボルルププロロジジェェククトト

　活き活きとした安全・安心な市民生活を実現するためには、心豊かな人づくりや人
にやさしいユニバーサルなまちづくりが重要となります。
　このため、教育環境を充実し、地域固有の自然や歴史、文化などの資源を活用した
体験学習や郷土学習を通じてふるさと意識の醸成に努め、人間性豊かな教育の実現を
目指します。同時に、市民の自己実現の場としての文化、芸術活動の促進などにより、
生きがいや心の豊かさが実感できるとともに、医療機関や福祉施設と家庭、地域とが
連携した保健 ･医療 ･福祉体制を確立することにより、だれもが安心して生活できる
地域社会の形成を目指します。
　また、市街地から山間部まで、その地域特性に応じた防災 ･防犯対策を進め、市民
が安全に安心して生活できるまちづくりを目指します。

　都市の健全な発展と市民生活の利便性や快適性の向上、そして人、自然、産業、文
化など様々な交流の架け橋という観点から、骨格となる交通網の強化と質の高い都市
基盤の整備が重要となります。
　このため、さがみ縦貫道路、津久井広域道路等の早期整備を図るとともに、鉄道輸
送・バスネットワークの強化、新しい交通システムの導入等に取り組むことにより、
高齢化や日常生活圏の拡大に伴う多様な交通ニーズに対応した公共交通網の確立を目
指します。さらに、増え続ける自動車交通などを円滑に処理していくため、ＴＤＭ（交
通需要マネジメント）施策の推進に取り組み、交通渋滞の解消に努めます。
　また、本地域の交流・都市活動の核となる中心市街地や多様な拠点の形成に向けた
基盤整備を図るとともに、水源地域の保全と生活環境の向上のための上下水道の整備
や、高度情報化に対応する情報基盤の整備、公園等市民の憩いの場となる空間の整備、
美しい都市景観の形成等を進め、快適で魅力ある居住環境の創造を目指します。
　

　本地域の西部は広大な森林や清流、湖などみどり豊かな自然環境に恵まれており、
神奈川県の重要な水源地域となっています。また、自然と都市の融合や自然と人との
共生をまちづくりの基本に、日常的に暮らしの中で自然を身近に感じられるようにす
ることにより、人々の自然に対する意識をより深いものとすることが求められていま
す。
　同時に、相模川上流の水源地域からその下流にあたる都市部までが一体の地域とな
ることから、地域全体の健全な水循環を確保するための施策を総合的に行うことによ
り、生態系に配慮したうるおいある水辺空間づくりを進める必要があります。
　このため、水源涵養、治水、保健休養等の森林の有する公益的な機能に配慮した保
全方策を推進するとともに、自然環境に対する意識を啓発し、河川、湖の水質の向上
を図るなど、水源地域の総合的な環境の向上を目指します。
　また、市街地周辺においても里山、谷戸が残っているほか、相模川などの水辺や斜
面林がみどりの軸を形成しており、市街地に残された貴重な平地林である木もれびの
森や都市公園、緑地としての農地などと良好なみどりを形成することにより、都市内
部でも自然を感じられるうるおいと風格のあるまちづくりを目指します。
　さらに、限られた資源を大切にする循環型社会の形成を目指すとともに、廃棄物の
適正処理を目的とした施設整備を行うなど、環境に配慮した取組を進めます。

　本地域の活力ある発展とゆとりある豊かな市民生活の実現には、多様な産業の振興
と計画的な土地利用の推進が重要となります。
　このため、新たな産業の誘致や大学・研究機関、インキュベーション施設と連携し
た工業振興に取り組むとともに、生活の核となる個性的・魅力的な商店街の形成を図
ります。
　各地域の歴史・文化などをはじめとする特性を観光資源として捉え、積極的な情報
発信に努め、観光の振興を図ります。特に、水源地域では、水辺環境や貴重な動植物
が生息する豊かな自然環境を保全しながら農林業の振興を図るとともに、文化・芸術
などの地域特性を活かした観光振興などにより、都市住民が自然とふれあう場を提供
します。
　また、さがみ縦貫道路や津久井広域道路の整備を踏まえた計画的な土地利用を進め
るとともに、市街地の高度利用や農業・森林地域での適切な土地利用など、地域の状
況に応じた土地利用を図り、良好な居住環境の保全及び創造と秩序ある都市の発展を
目指します。

基基 本本 目目 標標
基本目標Ⅳ　　　　　　教育 ･ 文化、保健 ･ 医療 ･ 福祉、安全 ･ 安心

心の豊かさを育み、安心して活き活きとした

　　　　　　　　　　　　　市民生活の実現をめざす

　１　地域連結夢プロジェクト

　市民生活や経済の活性化を支え、広域的な交
流や情報発信を進めるためのインフラとして、
幹線道路の早期実現を図るほか、鉄道網の充実
に向けて津久井地域への鉄道の延伸を促進し、
新しい交通システムの導入を検討します。これ
により、交通の利便性、快適性の向上を推進し、
新市の一体化を図ります。

【主な事業】
　　骨格幹線道路の整備（さがみ縦貫道路、津久井広域道路　など）
　　バスネットワークの充実
　　新しい交通システムの導入検討

　２　市民のオアシスプロジェクト

　水源地域の山、川、湖などの優れた自然や地
域固有の歴史、風土を守るとともに、人と自然
が共生し文化、芸術などと親しめる環境を活用
し市民のオアシスとなる空間を創出します。ま
た、都市部においても、市民の憩いの場となる
魅力ある快適空間の創出に取り組みます。

【主な事業】
　自然に親しむ空間整備事業
　（森林ミュージアム・オートキャンプ場・ハ
　イキングコースの整備、グリーンツーリズムの促進　など）
　伝統文化の保存活用（エコミュージアム、フィールドミュージアム　など）

　３　まち＋水源地＝産業創生プロジェクト

　本地域は、まち（都市部）と水源や森林など豊か
な自然を併せ持つことから、その特色を生かして観
光や産業の振興を図るため、多様なイベントを有機
的に連携させ、観光拠点の整備を進めるとともに、
特産品を生かした地場産業の振興を図ります。
　また、豊かな自然環境や、交通の利便性など首都
圏における立地特性等を活かして、骨格幹線道路の
整備に伴う周辺土地利用の活性化を図り、企業誘致
を進めるなど、産業創生に取り組みます。

【主な事業】
　新たな産業の創出事業　（企業立地基盤の整備と誘致、産学連携　など）
　産業と観光が連携した魅力ある観光地づくり（観光拠点整備推進事業　など）
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基本目標Ⅰ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　交通、都市基盤

人、自然、産業、文化…新しい都市の交流と

　　発展を支える　質の高い交通・都市基盤をめざす

基本目標Ⅱ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自然・環境

自然の豊かさを日常的に感じるまちをめざす

基本目標Ⅲ　　　　　　　　　　　　　　　　産業、観光、土地利用

地域経済を支えるために生活・自然環境と調和し、

　　　　　　　地域特性を活かした産業創生をめざす
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施施 策策 体体 系系

美しい都市景観の形成
　　● 都市景観形成基本計画の推進（景観計画の策定）　　● 屋外広告物等の規制、誘導
　　● 優良建築物等整備事業（橋本６丁目Ｄ地区）
高度情報化基盤の整備推進
　　● 情報基盤の整備
住宅対策
　　● 市営住宅の整備（田名塩田団地、南台団地　など）　　● 市営住宅の改善

（２）自然の豊かさを日常的に感じるまちをめざす　〈基本目標　Ⅱ〉
①自然・環境
自然環境の保全、創造、活用
　　● 木もれびの森づくり事業　　● 境川沿い緑地の保全
　　● 清流とホタルの里づくりの促進　　● ほたるの里づくり推進事業
水源地域の保全
　　● 水源の森林の保全　　● 合併処理浄化槽の設置促進
湖環境の向上
　　● 湖の水質改善
河川環境の向上
　　● 準用河川改修事業（鳩川、八瀬川、姥川）　　● 都市基盤河川改修事業（道保川）
　　● ビオトープの創出
里山・谷戸環境の保全
　　● 里山・谷戸環境保全推進事業
環境保全活動の推進
　　● 環境情報システムの活用　　● 環境パートナーシップの推進
廃棄物対策の推進
　　● 一般廃棄物処理施設整備の推進（清掃工場、し尿処理施設、最終処分場、粗大
　　ごみ処理関連施設　など）
　　● ごみの減量化・資源化施策の推進（新たな分別回収品目の追加、事業系ごみ減
　　量化等の促進　など）
　　● 廃棄物不法投棄防止対策の推進

（３）地域経済を支えるために生活・自然環境と調和し、地域特性を活かした産業
創生をめざす　〈基本目標　Ⅲ〉
①①産産業業
活力ある産業の振興
　　● 総合的な産業振興施策の推進（産業振興ビジョン推進事業　など）
　　● 新たな成長産業の創造（産学連携支援事業、広域連携支援事業、コミュニティ
　　ビジネス支援事業、起業家育成事業など）
　　● 産業支援基盤の整備（インキュベータの整備）　　● 総合的な物流施策方針の検討
　　● 津久井リサーチ・インテリジェントパークエリア整備事業
中小企業の育成
　　● 経営安定化と経営革新の支援（中小企業振興資金などの各種融資の実施など）
工業の振興
　　● 人材、技術など経営資源の強化支援（共同研究開発支援事業等）
　　● 企業立地の促進及び工業用地の保全と創出（産業集積促進事業の推進）
農林業の振興
　　● 新都市農業推進事業（アグリセンター事業などの拠点事業、バイオマス・フロ
　　ンティア事業などの促進事業、民間参入を促進する事業）
　　● 農業経営基盤強化推進事業（認定農業者育成事業、有害鳥獣対策事業、農産物
　　加工交流施設整備）
　　● 環境保全型農業推進事業　　● 農林業後継者・担い手確保対策事業
　　● 地場農産物ブランド化促進事業
商業の活性化
　　● 特色ある商業地の形成（中心商業地・地区中心商業地形成事業の推進、中心市
　　街地活性化施策の推進）
　　● にぎわいのある商店街づくりの支援（商店街活性化の促進、空き店舗対策の促
　　進）
　　● 高感度な商業・サービス業の集積（魅力ある個店づくりの支援、若手経営者の
　　育成、商店街・大型店・ロードサイド店の連携・共生支援）
雇用対策の推進と勤労者福祉の充実
　　● 無料職業紹介事業
　　● 勤労者福祉施策の充実（あじさいメイツの事業支援　など）
②②観観光光
観光の振興
　　● 商・工・農業と連携した観光産業の推進
　　● 観光拠点の整備とネットワーク化の推進　　● 観光振興計画の推進
　　● 観光マイスター、観光ボランティアの育成・支援
　　● ＩＴを活用した都市型観光情報の受発信
　　● ＦＣ（フィルムコミッション）推進事業　　● 森林ミュージアム推進事業
自然を活かしたレクリエーションの振興
　　● 水源地域交流の里づくり事業　　● ふるさとの森整備事業
　　● 三井親水公園整備事業　　● ハイキングコース整備事業
　　● グリーンツーリズム推進事業　　● 民間レクリエーション事業への支援検討
③③土土地地利利用用
計画的で秩序ある土地利用の推進
　　● 土地区画整理事業（麻溝台 ･新磯野地区、当麻地区、 （仮称）城山ＩＣ周辺地
　　区、東金原地区）
　　● キャンプ淵野辺留保地の利用計画の検討
　　● インダストリアルフォレスト計画の推進
特色のある地域づくり
　　● 都市再生緊急整備地域（橋本駅周辺地区）の整備促進
中心市街地の整備
　　● 市街地再開発事業（相模大野駅西側地区、小田急相模原駅北口地区）
米軍基地対策の推進
　　● 相模総合補給廠、キャンプ座間、相模原住宅地区の全面返還の推進
　　● 一部返還、共同使用の推進

（４）心の豊かさを育み、安心して活き活きとした市民生活の実現をめざす
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈基本目標　Ⅳ〉
①教育・文化
幼児教育の充実及び多様化
　　● 幼稚園就園の支援　　● 私立幼稚園預かり保育の支援
　　● 私立幼稚園運営の支援
学校教育の充実及び多様化
　　● 少人数指導等支援事業　　● 外国人英語指導助手派遣事業
　　● 学校の情報化推進事業
　　● 特色ある学校教育の推進（国際教育、情報教育、環境教育、藤野地域の教育特

（１）人、自然、産業、文化…新しい都市の交流と発展を支える　質の高い交通・
都市基盤をめざす　〈基本目標　Ⅰ〉
①交通①交通
骨格幹線道路網の整備
　　● 広域幹線道路の整備促進（さがみ縦貫道路、津久井広域道路、県道５２号（相模
　　原町田）　など）
　　● 国道、県道の整備促進（国道１６号、国道２０号、国道１２９号、国道４１２号、国道４１３
　　号、県道４６号（相模原茅ヶ崎）、県道４８号（鍛冶谷相模原）、県道５１号（町田
　　厚木）、県道７６号（山北藤野）、県道５０３号（相模原立川）、県道５０７号（相武
　　台相模原）、県道５０８号（厚木城山）　など）
　　● 幹線道路の整備（（都）相原大沢線、（都）相原宮下線、（都）橋本大通り線、（都）
　　宮上横山線、（都）原宿山野線　など）
　　● （仮称）下九沢大島線の具体化
　　● （都）宮下横山台線延伸の具体化に向けた検討
　　● 中央自動車道の整備促進（６車線化、相模湖東出口（オフランプ）の改良促進）
公共交通網の充実
　　● 広域交通ネットワークの整備（リニア中央新幹線の建設促進及び駅の誘致　な
　　ど）
　　● 鉄道網の充実（小田急多摩線及び京王相模原線の延伸の促進、ＪＲ相模線の複
　　線化の促進、ＪＲ横浜線・中央本線の相互乗り入れの促進　など）
　　● 藤野駅周辺交通施設整備　　● ＴＤＭ（交通需要マネジメント）施策の推進事業
　　● 交通バリアフリー基本構想の推進　　● バスのネットワークの充実
　　● 乗合バス路線維持事業　　● バス利用促進事業の推進
　　● バスターミナル整備事業　　● コミュニティバスの導入検討事業
駐車場対策
　　● 公共駐車場整備事業（小田急相模原駅北口地区）
　　● 自転車駐車場整備事業（南橋本駅）　　● 放置自転車等対策の強化
　　● 民間自転車駐車場の整備促進（小田急相模原駅北口地区）
新しい交通システムの導入検討
　　● 新しい交通システムの導入検討事業
人にやさしい道づくり
　　● 歩行者専用デッキ等の整備　　● 交通安全施設整備事業
②都市基盤②都市基盤
上水道の整備推進
　　● 簡易水道などの公営化推進
下水道の整備推進
　　● 公共下水道整備事業
都市緑化と公園整備の推進
　　● 公園整備事業（相模原麻溝公園、古淵鵜野森公園、（仮称）テクノパイル田名
　　公園、（仮称）中央公園　など）
　　● 民有地緑化の促進（屋上緑化等助成　など）　　● 緑道ネットワーク化事業
良好な住まいづくりの推進
　　● 住環境保全 ･形成支援事業　　● 地区計画や建築協定等の促進
　　● 街づくり活動推進条例の推進

　４　市民キャンパスプロジェクト

　豊かな人間性を育む環境づくりを進めます。
子どもから大人まで、あらゆる人が生涯にわた
って学習することができる機会を提供すること
により、生涯現役時代にふさわしい“生涯学習
都市”を目指します。

【主な事業】
　生涯学習キャンパスの展開
　（（仮称）市民・大学交流センターの整備
　　　　　　　　　　　　　　　　　　など）
　生涯学習の新しいネットワークの構築
　（図書館、博物館、公民館、大学などのネットワーク化）

　５　安全・安心ネットワークプロジェクト

　全ての市民が豊かに暮らせるよう、安全・
安心なまちづくりを進めます。このため、保
健、医療、福祉の充実を図ります。また、地
域コミュニティの強化を図り、住民自らが地
域を守るシステムを形成します。

【主な事業】
　総合的な保健・医療・福祉施策の推進
　（（仮称）北地区保健福祉センターの整備、
　特別養護老人ホーム等の整備促進　など）
　防災、消防対策の強化
　（地域防災活動の支援、消防施設の整備、防災無線整備　など）
　安全・安心なまちづくりの推進
　（安全・安心まちづくり推進体制の構築、地域防犯活動の支援　など）

　６　パートナーシップ・都市内分権プロジェクト

　都市内分権（分権型社会）を実現し、市
民や民間団体、企業など地域社会を構成す
る様々な主体の協働による、自主的、自律
的なまちづくりを目指します。

【主な事業】
　市民主体の協働によるまちづくりの推進
　（さがみはらパートナーシップ推進指針・
　都市内分権の推進、コミュニティ活動へ
　の支援　など）

※朱書きは１月に作成した相模原市・藤野町合併基本計画に追加した事業です
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　　区など）
　　● 教育相談の充実（いじめ、不登校　など）
学校教育環境の整備
　　● 小中学校施設整備事業　　● 屋内運動場の整備 ･改修事業
　　● 学校給食施設設備整備事業　　● 藤野地域の小学校統廃合事業
生涯学習の推進
　　● （仮称）市民・大学交流センター整備事業
　　● （仮称）南生涯学習センター整備事業
青少年の健全育成
　　● 青少年健全育成環境づくり事業
スポーツ・レクリエーションの振興
　　● 地域スポーツクラブの育成支援
　　● 競技場、スポーツ広場の整備（相模原麻溝公園競技場、横山スポーツ広場、相
　　模湖林間公園野球場等　など）
　　● 中央総合体育館の整備計画の推進　　● 武道館の整備検討
　　● 夜間照明設備設置の推進
文化施設の整備及び活用
　　● 図書館建設事業　　● 文化施設等の検討整備
　　● （仮称）南市民ギャラリー整備事業　　● フォトギャラリーの設置検討
　　● 合唱の里づくり事業
伝統的行事、文化財の保護及び活用
　　● 遺跡公園整備事業（田名向原遺跡、勝坂遺跡、川尻石器時代遺跡）
　　● 小原宿本陣整備事業　　● 遺跡保存事業（津久井城遺跡、寸沢嵐遺跡　など）
　　● エコミュージアム推進事業
国際交流の推進
　　● 国際交流推進事業　　● 中学生海外派遣事業
男女共同参画の推進
　　● 男女共同参画推進センター運営事業
　　● ドメスティック・バイオレンス防止対策事業
地域住民の連帯強化、地域振興
　　● 合併市町村振興基金の積立　　● 地域再生プログラム事業
芸術文化の推進
　　● フィールドミュージアムの推進　　● ふるさと芸術村構想の推進
②保健・医療・福祉
医療体制の充実
　　● 医療費適正化対策の推進　　● 小児医療費助成事業
子育て環境づくりの充実
　　● こどもセンター建設事業　　● 児童クラブ整備事業
　　● 待機児童の解消（保育所の施設整備）　　● 認可外保育施設支援事業
　　● 児童虐待予防・防止体制の整備　　● 母子家庭等自立・生活支援事業
高齢者福祉の充実
　　● ふれあいセンター整備事業　　● 地域包括支援センター運営事業
　　● 特別養護老人ホーム、老人保健施設等の整備促進　　● 高齢者大学運営事業
障害者福祉の充実
　　● 相談・支援体制の充実　　● 地域生活・自立生活支援施策の充実
　　● 障害福祉施設、地域作業所等への支援
地域福祉の充実
　　● 地域福祉推進事業　　● （仮称）北地区保健福祉センターの整備
　　● ボランティア活動促進事業
援護を要する人の福祉の充実
　　● 要援護者への自立支援事業
保健・衛生の充実
　　● 健康づくりの充実（市民健康づくり運動推進事業、健康増進事業）
　　● （仮称）北地区保健福祉センターの整備（再掲）
③安全・安心
防災対策の推進
　　● 防災行政用同報無線整備事業　　● デジタル地域防災無線の整備事業
　　● 既存建築物総合防災対策推進事業　　● 防災備蓄倉庫・資機材整備事業
　　● 飲料水兼用貯水槽設置事業　　● 非常用発電設備整備事業
　　● 防災工事（底沢線、阿津増原線）
治山・治水対策の推進
　　● 準用河川改修事業（鳩川、八瀬川、姥川）
　　● 都市基盤河川改修事業（１級河川鳩川、道保川）　　● 公共下水道（雨水）の整備
消防体制の整備推進
　　● 消防庁舎建設事業　　● １１９番受信・指令システム整備事業
　　● デジタル消防・救急無線の整備事業　　● 消防車両購入事業
　　● 消防水利整備事業　　● 救急高度化推進事業
防犯対策、交通安全対策の推進
　　● 安全・安心まちづくり情報の提供事業
　　● 地域防犯活動支援事業（地域防犯リーダーの育成　など）
安全な消費生活の確立
　　● 消費生活センターの整備事業　　● 消費生活相談事業

　１　基礎となる数値と考え方

○基本的に各市町の平成１６年度一般会計の決算額を使用し、過去の決算額の推移を基
　に歳入、歳出を見込むこととします。
○１市２町の人口推計を基に、税収などを見込むこととします。
　

　２　積算の方法（条件設定）

（１）歳　入
①市税
　将来人口の増減や実績の増減率により推計し、税源移譲等を見込みます。
②地方譲与税・交付金
　将来人口の増減や実績の増減率により推計します。
③地方交付税
○普通交付税は、平成１６年度の実績値を５．９％減額（地方財政対策を反映）し、その
額が継続するものと仮定します。また、合併補正（４ヵ年で１．５２億円）を加算す
るとともに、合併特例債償還金相当額の７０％を見込み、合併算定替を適用し推計
します。
○特別交付税は、平成１２年度から１６年度までの数値のうち最も少ない額を５．９％減額
（地方財政対策を反映）し、その額が継続するものと仮定します。また、合併財

政需要に係る措置（２ヵ年で２．８億円）を見込みます。
○臨時財政対策債の元利償還金相当額が、普通交付税として交付されるものとして
見込みます。

④国・県支出金
　扶助費に対する支出金は、扶助費推計値に連動させて推計します。投資的経費に対
する支出金については、歳出の投資的経費に見合った額とします。
　また、国庫補助負担金の一般財源化分について見込みます。
⑤市債
　投資的経費の財源として見込みます。
⑥その他
　繰入金、繰越金のほか、旧津久井郡広域行政組合が行っていた事業に関わる歳入や
中核市移行等に伴う歳入、事務事業の一元化に伴う財政への影響額を見込みます。
　

（２）歳　出
①人件費
　首長などの特別職は、平成１６年度実績値で推計します。
　議員報酬は１６年度実績値を用い、市町村の合併の特例等に関する法律の規定による
定数特例を適用するものとして推計します。
　一般職の人件費については、旧津久井郡広域行政組合の人件費分を加算し、合併後
４年間は前年度職員数の１％を減少させることとして推計します。
②扶助費
　全国の増加率により推計します。
③公債費
　地方債の償還計画を基に推計します。
④物件費
　微増で推移すると見込みます。
⑤補助費等
　実績の増減率により推計します。
⑥投資的経費
　本計画に位置づけた主要事業、及びその他必要な普通建設事業について見込みます。
⑦その他
　維持補修費や積立金のほか、旧津久井郡広域行政組合が行っていた事業に関わる歳
出や、中核市移行等に伴う歳出、事務事業の一元化に伴う財政への影響額を見込みま
す。

　３　推 計 結 果

【歳　入】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

歳入合計その他市　債国・県
支出金

地方
交付税

地方譲与税
・交付金市　税

１９６，１００ ２１，１６４ １９，８９６ ２５，８３８  ４，２１９ １２，７０２１１２，２８１平成１９年度
１９０，６８９ １９，８２６ １７，７８２ ２４，９４４  ４，２８０ １１，９２５１１１，９３２平成２０年度
１８８，９６７ １９，２５８ １７，７３８ ２４，９５７  ４，３０４ １１，１６７１１１，５４３平成２１年度
１８５，２５３ １８，３７５ １５，４３６ ２４，６６４  ４，３７５ １１，１８３１１１，２２０平成２２年度
１８５，８５６ １８，２５３ １６，１４７ ２４，７６３  ４，４１２ １１，２１５１１１，０６６平成２３年度
１８７，０８０ １９，１７８ １５，９３７ ２５，３４２  ４，４９１ １１，２４７１１０，８８５平成２４年度
１８９，３５１ ２０，２３１ １７，２０８ ２５，６４２  ４，５７４ １１，２７９１１０，４１７平成２５年度
１８９，９７６ ２０，５２８ １７，８２３ ２５，６８８  ４，６５８ １１，３１２１０９，９６７平成２６年度
１８９，２４５ ２１，４６５ １６，８０４ ２５，３８９  ４，７３９ １１，３４５１０９，５０３平成２７年度

【歳　出】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

歳出合計その他投資的
経費補助費等物件費公債費扶助費人件費

１９６，１００ ３９，４１５ ２８，９９７  ８，０６６ ２５，５０９ １９，７８４ ３０，５０２ ４３，８２７平成１９年度
１９０，６８９ ３８，４４１ ２３，５０７  ８，１２５ ２５，５３５ ２０，１２７ ３１，３５６ ４３，５９８平成２０年度
１８８，９６７ ３５，６２５ ２２，５０７  ８，１７７ ２５，５６１ ２１，２８３ ３２，１２４ ４３，６９０平成２１年度
１８５，２５３ ３４，０２６ ２０，５００  ８，２２２ ２５，５８６ ２０，７１８ ３２，７９９ ４３，４０２平成２２年度
１８５，８５６ ３３，３７５ ２０，６９７  ８，２６０ ２５，６１２ ２１，４６２ ３３，３７２ ４３，０７８平成２３年度
１８７，０８０ ３３，６６９ ２０，６２８  ８，２９０ ２５，６３７ ２１，９６１ ３３，８４０ ４３，０５５平成２４年度
１８９，３５１ ３３，９７６ ２１，８２７  ８，３１３ ２５，６６３ ２２，２０８ ３４，１９５ ４３，１６９平成２５年度
１８９，９７６ ３４，２９５ ２１，７４６  ８，３２８ ２５，６８９ ２１，８８０ ３４，４３４ ４３，６０４平成２６年度
１８９，２４５ ３４，６２６ ２１，１２４  ８，３３６ ２５，７１４ ２１，１０３ ３４，５５５ ４３，７８７平成２７年度

相模原市・城山町合併基本計画（素案）
にご意見をお寄せください

　相模原市・城山町合併基本計画（素案）について、住民の皆様からのご意見を募
集します。この計画は相模原市と城山町が合併した場合の、新市の円滑な運営と均
衡ある発展に資するもので、２面から５面に掲載した合併まちづくり計画のうち、
藤野町に関する部分を除いた計画になります。
　素案の全文は下記で配布していますので、ぜひご覧いただき、ご意見をお寄せく
ださい。
配布場所
〈相模原市〉　相模原市・城山町合併協議会事務局（広域行政推進課）、市役所本
　　　　　　　館１階行政資料コーナー、各地域自治区事務所庶務課・出張所・公
　　　　　　　民館、津久井文化福祉会館、相模湖交流センター
〈城 山 町〉　合併推進課、情報コーナー、公民館図書室、保健福祉センター
〈藤 野 町〉　合併推進課、各支所
募集期間　５月２２日（月）まで（必着）
記載事項　住所、氏名、電話番号を必ず明記した上、
　　　　　①該当する箇所（どの部分についてのご意見かわかるように、見出し、
　　　　　　行数などを明記してください。）
　　　　　②ご意見とその理由について書いてください。
提出方法　直接持参か郵送、ファックス、Ｅメールで相模原市・城山町合併協議会
　　　　　事務局へ（〒２２９－００３６　相模原市富士見６－６－２３けやき会館３階
　　　　　5０４２－７６８－４０６６
　　　　　Ｅメール　kouiki-１４@city.sagamihara.kanagawa.jp）
注意事項　提出書面の様式は問いませんが、口頭や電話でのご意見はご遠慮くださ

い。なお、合併協議会ホームページから参考様式をダウンロード
できます。



　相模原市 ･城山町合併協議会では、各種事務事業の一つひとつについて、相模原市と城山町が合併した場合、どのようにするのか協議を行いました。
　そこで、調整 ･協議が調いました事業や制度の中から、住民生活に関連の深いサービスや負担について、主な内容をお知らせします。
　なお、各種事務事業一元化の調整結果や事務事業の内容が掲載された冊子（「会議資料」、「事務事業現況調書」）は、相模原市 ･城山町合併協議会ホー
ムページに掲載されているほか、合併協議会事務局、市町合併担当窓口等でもご覧になれます。
※ここに掲載されているサービス等の比較の相模原市の内容については、主に津久井町地域及び相模湖町地域を除いた相模原市と現在の城山町を対比して作成しています。

相模原市・城山町合併協議会�相模原市・城山町合併協議会�

～新市の各種サービスや住民負担はこのようになります～�～新市の各種サービスや住民負担はこのようになります～�～新市の各種サービスや住民負担はこのようになります～�

新　市城山町相模原市区　分
３，０００円３，０００円均等割民

税　
　
　

個
人
市（
町
）

２００万円以下　　　 ３％
２００万円超　　　　 ８％
７００万円超　　　　１０％

２００万円以下　　　 ３％
２００万円超　　　　 ８％
７００万円超　　　　１０％

所得割

５万円～３００万円
（資本金等、従業者数により９段階）

５万円～３００万円
（資本金等、従業者数により９段階）均等割

民
税　
　
　

法
人
市（
町
）

〈資本金等〉　 〈税率〉
１０億円以上　　 １４．７％
５億円以上　　 １３．５％
５億円未満　　 １２．３％
　ただし、合併年度（Ｈ１８年度）に限
り、城山町に所在する法人について
は、合併前の税率を適用します。

〈資本金等〉〈税率〉
５億円以上　１４．７％
２億円以上　１３．５％
２億円未満　１２．３％

〈資本金等〉〈税率〉
１０億円以上　１４．７％
５億円以上　１３．５％
５億円未満　１２．３％

法人税割

１．４％１．４％固定資産税
０．３％０．３％都市計画税　※１

１，０００円１，０００円
原動機付
自転車
（５０㏄以下）

軽
自
動
車
税　

※
２

７，２００円７，２００円四輪乗用
（自家用）

４，０００円４，０００円四輪貨物
（自家用）

１，０００円１，６００円１，０００円小型特殊
（農耕作業用）

資産割　床面積１平方㍍に
　　　　つき６００円
従業者割　従業者給与総額
　　　　　の０．２５％
　ただし、合併年度を含む
６年度の間に限り、城山町
に所在する事業所について
は、課税免除とします。

－床面積１平方㍍ に
つき６００円資産割

事
業
所
税　

※
３

－従業者給与総額の
０．２５％従業者割

１人１日１５０円
〈課税免除〉
○年齢１２歳未満の者
○共同浴場又は一般公衆浴
　場に入湯する者
○入湯料金が１，０００円以下
　の公衆浴場に入湯する者

－

１人１日１５０円
〈課税免除〉
○年齢１２歳未満の者
○共同浴場又は一般公
　衆浴場に入湯する者
○入湯料金が１，０００円
　以下の公衆浴場に入
　湯する者

入湯税

※１　都市計画税は、「線引き」がされている区域のうち市街化区域内の土地及び家屋に課税されます。
※２　軽自動車税は、主な軽自動車等について掲載しています。
※３　事業所税は、床面積１，０００平方メートルを超えるか、従業者１００人を超える事業所に課税されます。

下水道使用料
　原則的に、相模原市の使用料体系に統合します。なお ､新市において改定時期及び
減免規定の見直しを行います。

新　市城山町相模原市区　分

１，７３７円１，９４８円１，７３７円下水道使用料
（モデルケース）

※一般家庭（２０m３／月使用）における使用料（消費税を含む）をモデルケースとしています。

下水道受益者負担金・分担金
　相模原市の制度に統合します。ただし、受益者負担金については、合併前に事業認
可を受けた区域で事業認可期間内（平成２４年３月まで）の整備については、城山町の
負担金額を引き続き適用します。

新　市城山町相模原市区　分

相模原市の制度に
統合します。　　

３００円／㎡２７０円／㎡受益者負担金

無４９０円／㎡受益者分担金

※金額は１㎡当りの単価で、受益者負担金は市街化区域内及び都市計画下水道事業
認可区域内で整備を行う時に徴収するものです。受益者分担金は市街化区域外（市
街化調整区域）及び都市計画下水道事業認可区域外で整備を行う時に徴収するも
のです。

公共料金等

　個人市（町）民税については、相模原市と城山町の税率に違いはありませんが、法人市（町）民
税の法人税割の税率は、相模原市の税率に統合します。
　固定資産税及び都市計画税については、納期を相模原市の制度（５月・７月・９月・１２月）に統
合するほか、相模原市が３大都市圏の特定市のため、生産緑地地区の指定を受けない場合は、城山
町の市街化区域内の農地が宅地並み課税となります。ただし、合併新法により合併が行われた日の
属する年の翌年の１月１日を賦課期日とする年度から５年度分は宅地並み課税を適用しません。
　また、城山町に所在する床面積１，０００平方メートルを超えるか、従業者１００人を超える事業所につ
いては、新たに事業所税を負担していただきますが、合併年度を含む６年度の間は課税されませ
ん。

地方税

　相模原市の区域内の町・字（市町名のすぐ後の住所や土地の地番に付く○○町など
の名称）の区域及び名称については、変更ありません。
　城山町の区域内の町・字の区域及び名称についても変更ありません。
　なお、城山町では、地域自治区が設置されるため、現在の町・字の名称の前に地域
自治区の名称を付け加えた名称となります。

※住所の具体例

新　　市現　　行

相模原市城山 町 川尻
ちょう

津久井郡城山 町 川尻
まち

相模原市城山 町 久保沢一丁目
ちょう

津久井郡城山 町 久保沢一丁目
まち

町名・字名

地域自治区

地域自治区
　合併前の地域の歴史や文化などを生かしつつ、合併後の新市として一体的なまちづ
くりを進めるため、現在の城山町の区域を単位として「地域自治区」を合併の日から
平成２３年３月３１日まで設置します。

城山町（しろやまちょう）名　　称

合併の日から平成２３年３月３１日まで設置期間
市名と町名・字名の間に、地域自治区の名称を付け加
えることになります。住居表示の特例※

※住居表示の特例による住所の具体例は、「町名・字名」（下欄）に掲載し
ています。

地域自治区事務所
　地域自治区には、地域協議会の庶務や地域振興などの事務を行う「地域自治区事務
所」を次のとおり設置します。

城山 町 地域自治区事務所
ちょう

名　　称

現在の城山町役場位　　置

現在の城山町の区域所管区域

地域協議会
　地域自治区には、住民の多様な意見を行政施策に反映する場として、次のとおり「地
域協議会」を設置します。なお、「地域協議会」の委員は、地域自治区の住民の中か
ら、各地区の代表、各種団体の代表その他学識経験者、公募委員などを新市の市長が
選任します。

城山 町 地域協議会
ちょう

名　　称

３０人以内定　　数

２年以内任　　期

無報　　酬

行政組織

合併前� 合併後�

相模原市役所�

相模原市の出先機関� 新市の出先機関�

新市の出先機関�

新市の本庁機関（市役所）�

新市の総合的な事務所�
（旧町役場）�

・ まちづくり支援機能�

・ 住民サービス提供機能�

・ まちづくり支援機能�

・ 住民サービス提供機能�

・ まちづくり支援機能�

・ 住民サービス提供機能�

城山町役場�

・ 政策企画内部管理機能�

城山町の出先機関�

・ まちづくり支援機能�

・ 住民サービス提供機能�

・ 政策企画内部管理機能� ・ 政策企画内部管理機能�

（統合）�

　新市の本庁組織については、相模原市の本庁機能を基本として、城山町の「政策企
画内部管理機能」を新市の本庁機関に統合します。
　現在の城山町役場については、総合的な事務所として、「まちづくり支援機能」と
「住民サービス提供機能」を担う組織になります。具体的には、新市全体の効果的・
効率的な行政運営の視点から、組織体制を検討します。
　また、現在の相模原市及び城山町の出先機関については、住民サービスの低下を招
くことがないよう、その機能を維持します。



公園の維持管理
　相模原市では市民による自主的な公園の維持管理を推進するため、街美化アダプト制度を導入
しています。一方、城山町では直営で管理しています。合併後は相模原市の制度に統合します。

新　市城山町相模原市区　分

相模原市の制度
に統合します。無

算出基準（年額）
【清掃、除草】
１９，０００円＋１，５００円×（面積－０．０１ha）×１００
【清掃のみ】
１１，４００円＋９００円×（面積－０．０１ha）×１００

街美化
アダプト
活動支援費

環境保全

　介護保険事業は、相模原市の制度に統合します。
　また、新市としての保険料は、合併時に策定する新たな介護保険事業計画に基づき
算定しますが、合併後は、下記の相模原市の保険料額に近い金額になると見込まれます。
◆介護保険料（年額）

新　市城山町相模原市区　分

相模原市の制度に
統合します。

２２，６８０円１９，２００円第１段階
２２，６８０円２４，０００円第２段階
３４，０２０円３３，６００円第３段階
４５，３６０円４８，０００円第４段階
５６，７００円５７，６００円第５段階
６８，０４０円７２，０００円第６段階
７２，５７０円８４，０００円第７段階
７９，３８０円９６，０００円第８段階

※第１段階　生活保護受給者・老齢福祉年金受給者で世帯全員が住民税非課税
　第２段階　世帯全員が住民税非課税で課税年金収入額と合計所得金額の合計が８０万円以下
　第３段階　世帯全員が住民税非課税で課税年金収入額と合計所得金額の合計が８０万円超
　第４段階　本人が住民税非課税
　第５段階　本人が住民税課税で合計所得金額が２００万円未満
　第６段階　本人が住民税課税で合計所得金額が２００万円以上５００万円未満
　第７段階　本人が住民税課税で合計所得金額が５００万円以上１，０００万円未満
　第８段階　本人が住民税課税で合計所得金額が１，０００万円以上

介護保険

高齢者福祉

生きがい対策
　高齢者大学については、相模原市のみで実施されていますが、相模原市の制度を適
用し、城山町にお住まいの方も相模原市民と同じように受講できるようになります。
　高齢者スポーツ大会は、現行のとおりとします。

新　市城山町相模原市区　分
相模原市の制度
を適用します。無４学部３７学科（定員１，２００人）

各学科年間２４回開催高齢者大学

現行どおり年１回無高齢者スポーツ大会

はり・きゅう・マッサージ施術料助成
　在宅高齢者及び被爆者手帳の交付を受けている方に対するはり・きゅう・マッサージ施
術にかかる助成については、相模原市のみで実施されています。合併後は相模原市の制度
を適用し、城山町にお住まいの方も相模原市民と同じように受けられるようになります。

新　市城山町相模原市区　分
相模原市の制度を適
用します。無２，０００円／月助成金額

寝具消毒乾燥事業
　寝具消毒乾燥事業については、相模原市のみで実施されていますが、相模原市の制
度を適用し、城山町にお住まいの方も対象となります。

新　市城山町相模原市区　分
６５歳以上のねたきり高齢者、
ひとり暮らし高齢者等無６５歳以上のねたきり高齢者、

ひとり暮らし高齢者等対　象

消毒（丸洗い）　年３回
乾燥　年３回無消毒（丸洗い）　年３回

乾燥　年３回実施回数

自治会活動等
　自治会への助成制度については、当面、現行の支援制度を基本としますが、合併後３年を
目途に見直しを行います。また、広報紙の配布については、市全域に同一の情報を提供する
必要性から、自治会運営に支障のないよう配慮し、合併時に相模原市の制度に統合します。

新　市城山町相模原市区　分
新聞折込

（１日・１５日号）
１日号～自治会配布
１５日号～新聞折込

新聞折込
（１日・１５日号）

広報紙の
配布

現行どおりとし、合
併後３年を目途に見
直しを行います。

○均等割額 ･････････３５，０００円
○世帯割額 ･･････････２４４円
○自治会館火災保険料　　　
　　　　　　　････３５，０００円
○自治会館運営費 ･･･５０，０００円

※１
○均等割額 ･･･９，０００円
○世帯割額 ･･･　２００円

自治会
運営助成

現行どおりとし、合
併後３年を目途に見
直しを行います。

※２
○建物の新築経費の１／３
○建物の増改築経費の１／２
○身障者に配慮した建物の増
　改築経費の２／３
○建物の付帯設備整備経費の１／２

※２
○土地購入額の１／２
○建物の購入、建設、
増改築経費の１／２

○融資制度有り

集会所
建設等
助成

現行どおりとし、合
併後３年を目途に見
直しを行います。

（設置）直接、町が設置※３（設置）設置費の９０％
防犯灯
助成 （電気料）町が負担（電気料）電気料の９０％

（維持管理）８００円／灯（維持管理）７００円／灯
※１　運営助成額は、市自治会連合会が定めている基準額です。
※２　集会所建設等助成制度には、対象面積（相模原市のみ）や助成額に制限があります。
※３　防犯灯設置費補助金には、限度額があります。

市民生活

　津久井郡広域行政組合の解散（平成１８年３月１９日）により、城山町の生活系ごみ・資源の収集やし尿のく
み取り等は、相模原市が事務の委託を受けて実施していますが、合併後はその業務は新市に引き継ぎます。

新　市城山町相模原市区分
合併後３年を目途に、
段階的に相模原市の制度
を基本に統合します。

○可燃ごみ ･･･２回／週
○不燃ごみ ･･･１回／週
○資　　源 ･･･１回／月

○一般ごみ ･･･３回／週
○資　　源 ･･･１回／週

収集
頻度

清掃事業

生活系ごみの収集
　ごみ処理は、住民の日々の生活に密着した行政サービスであることから、城山町に係る収集回数等は現行
どおりとしますが、合併後３年を目途に、段階的に相模原市の制度を基本に統合する方向で見直しを行います。

◆使用料については、原則として現行のとおりとします。

使用料・手数料

新　市城山町相模原市区　分
現行どおり有料　※無料公民館使用料

現行どおり有料　※有料　※スポーツ施設使用料
（テニスコート等）
※有料施設については、利用団体等の条件により、減免措置があります。なお、合併後、新
　市において料金、減免措置等について検討します。

新　市城山町相模原市区　分

３００円３００円住民票の写し・
印鑑登録証明書

４５０円４５０円戸籍の謄本 ･抄本

◆手数料については、原則として、相模原市の制度に統合します。

　国民健康保険事業については、国の制度に基づき運営されているため、基本的な事項は、概
ね統一されていますが、保険税の算定方法が異なりますので相模原市の制度に統合します。
◆国民健康保険税（年額）

新　市城山町相模原市区　分

相模原市の制度に統
合します。

６．６５％５．７６％医療分
所得割

１．１８％１．１５％介護分
３５．０３％１０．００％医療分

資産割
８．７６％２．６０％介護分

２２，６６０円２２，５００円医療分均等割
（１人あたり） ７，２００円５，１００円介護分

１９，８１０円２２，８００円医療分平等割
（１世帯あたり） ４，４００円５，４００円介護分

３４９，３００円３０６，６００円医療分
保険税額

（モデルケース） ５７，０００円５３，３００円介護分
４０６，３００円３５９，９００円合　計

※平成１７年度賦課時の税率、金額を使用。
モデルケース
加入者数３人（４５歳の夫、３８歳の妻、１２歳の子）
夫の所得４，０００千円　妻と子の所得無し
固定資産税額　５０，０００円（夫名義で２５，０００円、妻名義で２５，０００円）

国民健康保険

重度心身障害者等福祉手当
　重度心身障害者等福祉手当については、相模原市のみで支給されていますが、相模
原市の制度を適用し、城山町にお住まいの方へも支給されます。

新　市城山町相模原市区　分
（重度）　５，０００円
（中度）　３，０００円無（重度）　５，０００円

（中度）　３，０００円
重度心身障害者等福
祉手当（月額）

障害福祉

　在宅の障害者を対象に、障害の程度が次の表に該当する方に支給されます。ただし、障害児福
祉手当、特別障害者手当などが支給される方及び施設に入所している方には支給されません。

福祉タクシー・自動車燃料費助成
　福祉タクシー ･自動車燃料費助成は相模原市及び城山町でそれぞれ実施しています
が、助成内容が異なるため、合併時に相模原市の制度に統合します。

新　市城山町相模原市区　分

相模原市の
制度に統合
します。

○タクシー券（年額）　
　　　　　　　　　３６，０００円
○ガソリン券（年額）
　　　　　　　　　３６，０００円
○バス共通カード（年額）　 　
　　　　　　　　　３６，０００円

○タクシー券（年額）　　　　
　　　　　　　　　３６，０００円
○自動車燃料券（年額）
　・本人が運転かつ所有
　　　　　　　　　２４，０００円
　・家族が運転又は所有　　
　　　　　　　　　１２，０００円

助成内容
（いずれか１
つを選択）

○身体障害者手帳１級・２級・３級の方
○療育手帳Ａ１・Ａ２の方
○特定疾患にり患している方
○リウマチ患者で身体障害者手帳
（６級以上）を所持している方
○小児慢性特定疾患にり患し
ている方

○自立支援医療（精神通院）
を利用している方

○身体障害者手帳１級・２級の方
○療育手帳Ａ１・Ａ２の方
○知能指数３５以下の方
○特定疾患にり患している方
○小児慢性特定疾患にり患し
ている方
○精神障害者保健福祉手帳１
級・２級の方

対象者

※合併時に城山町で対象としている身体障害者手帳３級、リウマチ患者及び自立支援医療（精神
通院）を利用している方については、経過措置として、合併後１年間に限り支給されます。

（重度）
・身体障害者手帳が１級・２級の方
・知能指数が３５以下の方
・身体障害者手帳が３級でかつ知能
　指数５０以下の方

（中度）
・身体障害者手帳が３級の方
・知能指数が４０以下の方
・身体障害者手帳が４級でかつ知能
　指数５０以下の方

〔対象者〕

（１通あたり）



通学区域
　小・中学校の通学区域については、現行のとおりとします。

新　市城山町相模原市区　分

現行どおり完全給食完全給食小学校

現行どおり完全給食ミルク給食
（津久井町地域は完全給食）中学校

※合併後３年間で相模原市の中学校給食のあり方を検討します。

学校教育

学校給食
　小・中学校の給食については、現行のとおりとします。

私立幼稚園就園奨励補助金
　私立幼稚園の在園児に対する市町単独補助分については、相模原市の制度に統合
します。

新　市城山町相模原市区　分

相模原市の制度に
統合します。　　

○４歳児から５歳児
　　一律　４８，０００円

○満３歳児から５歳児
・在園児１人の場合　　　
　　　　　　　　１２，０００円
・在園児２人の場合
　２人目　　　　２４，０００円
・在園児３人以上の場合
　３人目以降　　３６，０００円

年額／人

公立幼稚園
　公立幼稚園については、現行のとおりとしますが、保育料等について調整を行います。

新　市城山町相模原市
（相模湖町）区　分

入園料、保育料、送迎バス及び給食に
ついては、合併後の新市において均衡
が図れるよう必要な調整を行います。

２，５００円３，０００円入園料

１０，０００円７，５００円保育料月額

有無送迎バス

完全給食ミルク給食給　食

保育料（保育園）
　相模原市の保育料体系に統合します。

子育て支援

保育料の例（参考）
　保育料は世帯の前年分所得税額、前年度分住民税額と児童の年齢によって算定されま
す。次の表は所得税階層区分のうち、比較的対象者の多い階層の保育料の例です。

新　市城山町相模原市前年分所得税金額（円）

相模原市の制度に
統合します。

２１，０００円１８，０００円３歳未満児

２０，０００円 １８，９００円１６，４００円３歳児

１８，９００円１６，４００円４歳以上児

４８，８００円４０，１００円３歳未満児

１６０，０００円 ３５，２００円３１，１００円３歳児

３５，２００円２８，０００円４歳以上児

６４，０００円５３，２００円３歳未満児

４０８，０００円 ３５，２００円３１，９００円３歳児

３５，２００円２８，０００円４歳以上児

小児医療費助成事業
　小児医療費にかかる助成事業については、合併時に相模原市の制度に統合します。

新　市城山町相模原市区　分

０歳～就学前０歳～就学前※０歳～就学前通院・入院

就学後～１５歳就学後～１５歳就学後～１５歳入　院

※平成１９年４月１日から就学前までに拡大する予定。（所得制限あり）

救急医療
　救急医療事業については、休日・夜間における急病患者に対する医療の充実を図る
ための事業です。
　現在、相模原市と城山町の間で協定を締結し、住民サービスに支障をきたさないよ
うに対応しています。

新　市城山町相模原市区分

相
模
原
市
の
制
度
を
適
用
し
ま
す
。

相模原市と協定を締
結して実施している。
（ただし、左欄のう
ち相模原メディカル
センター急病診療所、
相模原南メディカル
センター急病診療所
を除く。）

○初期救急（軽症患者）
【診療場所、時間及び科目】
・相模原メディカルセンター急病診療所
　休　日：午前９時～午後５時
　毎夜間：午後８時（休日の内科は午後５時）
　　　　　～午後１１時
　診療科目：内科、外科
・相模原南メディカルセンター急病診療所
　休　日：午前９時～午後５時
　毎夜間：午後８時（休日の内科は午後５時）
　　　　　～午後１１時
　診療科目：内科、外科
　休日については、眼科、耳鼻咽喉科を実施
・相模原西メディカルセンター急病診療所
　休　日：午前８時４５分～正午
　　　　　午後０時４５分～午後４時
　　　　　午後７時～午後１０時
　診療科目：内科、小児科
○二次救急（入院治療等を必要とする患者）
【診療場所及び診療時間】
・二次救急医療機関（内科１２病院、外科１１病院
　のうちそれぞれ毎日１ヶ所が当番制で対応）
　休　日：午前９時～午後５時
　土曜日：午後１時～午後５時
　毎夜間：午後７時（休日・土曜日は午後５時）
　　　　　～翌日午前９時
　診療科目：内科、外科

休
日
・
夜
間
急
病

保健衛生

相模原市・藤野町合併協議会
　ホームページ
　http://www.sf-gappei.jp
相模原市・城山町合併協議会
　ホームページ
　http://www.ss-gappei.jp
お問い合わせ先
〒２２９－００３６
相模原市富士見６－６－２３　けやき会館３階
1０４２－７６９－８２０６　6０４２－７６８－４０６６
E-mail　kouiki@city.sagamihara.kanagawa.jp
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　 相模原市・城山町合併協議会
 　第２回
　日時：平成１８年５月９日（火）　午後１時３０分から
　場所：けやき会館５階大樹の間　（相模原市富士見６－６－２３）
　傍聴：１００人　（希望者多数の場合は抽選となります。会議開始の３０分前までに、
　　　　同会館４階第２中会議室にお集まりください。）
　内容：合併市町村基本計画など

会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会 議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議 開開開開開開開開開開開開開開開開開開開開開開開開開開開開開開開開開 催催催催催催催催催催催催催催催催催催催催催催催催催催催催催催催催催 ののののののののののののののののののののののののののののののののの おおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおお 知知知知知知知知知知知知知知知知知知知知知知知知知知知知知知知知知 ららららららららららららららららららららららららららららららららら せせせせせせせせせせせせせせせせせせせせせせせせせせせせせせせせせ

　相模原市では、城山町との合併について、５月２２日（月）までの間、パ
ブリック・コメントを実施します。資料は相模原市広域行政推進課、相模
原市役所本館１階行政資料コーナー、相模原市の各地域自治区事務所庶務
課・出張所・公民館、津久井文化福祉会館、相模湖交流センターで配布す
るほか、相模原市ホームページ「パブリック・コメント」でご覧いただけ
ます。
　ご意見は、直接持参か郵送、ファクス（０４２－７６８－４０６６）、Ｅメール
（kouiki-２１@city.sagamihara.kanagawa.jp）で、住所、氏名、電話番
号を書いて５月２２日（必着）までに広域行政推進課へ。
※提出書面の様式は問いませんが、口頭や電話でのご意見はご遠慮くださ
い。
※いただいたご意見に対する個別の回答はいたしません。また、住所、氏
名等の個人情報を除き、公開させていただくことがあります。
お問い合わせ　相模原市広域行政推進課　1０４２－７６９－８２０６

パブリック・コメント ご意見をお寄せください

城山町主催　説明会日程　下記の表のとおり。各２時間程度
会　場開始時間日にち会　場開始時間日にち

若 葉 台 会 館午後７時　　１４日（日）城北センター午後７時　　５月９日（火）
久保沢自治会館午後７時３０分１５日（月）小倉自治会館午後７時３０分　　１０日（水）
向原自治会館午後７時　　１６日（火）小松自治会館午後７時　　　　１１日（木）
葉山島センター午後７時３０分１７日（水）都畑自治会館午後７時　　　　１２日（金）
中沢自治会館午後７時３０分１８日（木）町屋自治会館午後１時　　　　１３日（土） 谷ヶ原自治会館午後７時　　１９日（金）原宿自治会館午後７時　　

【お問い合わせ　城山町合併推進課　1０４２－７８３－８０６５】

相模原市主催　説明会日程　下記の表のとおり。各２時間程度　定員１００人程度（先着順）
会　場開始時間日にち会　場開始時間日にち

橋 本 公 民 館午後７時１５日（月）大野南公民館午後７時５月１１日（木）
中 央 公 民 館星が丘公民館午後２時

　　１３日（土） 大野中公民館午後７時１６日（火）新 磯 公 民 館
東 林 公 民 館清 新 公 民 館午後７時 大 沢 公 民 館午後７時１９日（金）田 名 公 民 館
図書館（鹿沼台）午後２時２０日（土）

上 溝 公 民 館
午後２時

　　１４日（日）

麻 溝 公 民 館相 模 湖
総 合 事 務 所 光が丘公民館午後７時

横 山 公 民 館午後２時
２１日（日）

相武台公民館
午後７時 相模台公民館午後４時津 久 井 文 化

福 祉 会 館 小 山 公 民 館午後７時
【お問い合わせ　相模原市広域行政推進課　1０４２－７６９－８２０６】

　相模原市、城山町それぞれの主催により、合併協議に関する説明会が開催され
ます。
　これまで合併協議会で協議してきた内容などをもとに、合併した場合の地域の
将来像などをご説明します。希望者は直接会場へ（車での来場は、ご遠慮くださ
い。）

相模原市と城山町の合併協議に関する説明会のお知らせ




